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第１章 業務継続計画の基本的な考え方 

１ 計画の目的 

大規模災害が発生した際、自治体は、災害応急対策や災害からの復旧・復興対策の主体

として重要な役割を担うことになる一方、災害時であっても継続して行わなければならな

い通常業務を抱えている。しかし、これまでの災害では自治体自身が被災し、業務遂行に

必要な資源（人、物、情報等）が被害を受けたことにより災害時の対応に支障を来たした

事例が多数見受けられるところである。 

このため、災害により本市の資源が制約を受けた場合にあっても、被災者の保護や住民

生活の安定のために最大限の役割が果たせるよう、業務継続計画（BCP（Business Continuity 

Plan））を策定し、優先的に実施すべき業務（「非常時優先業務」※）を特定するとともに、

業務の執行体制や対応手順、継続に必要な資源の確保等をあらかじめ定めるものである。 

 

 

※ 非常時優先業務とは 

  大規模災害発生時にあっても優先 

して実施すべき業務が非常時優先業 

務である。 

具体的には、災害応急対策業務や 

早期実施の優先度が高い災害復旧・ 

復興業務等（これらを「応急業務」 

と総称する。）のほか、業務継続の 

優先度の高い通常業務が対象となる。 

 

 

 

２ 計画の位置付け 

高梁市防災会議は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条の規定に基づい

て、高梁市地域防災計画を作成し、市域に係る防災に関し、本市及び防災関係機関並びに

事業者及び住民が、災害の予防から応急対策、復旧・復興までに取り組むべき基本的事項

を総合的に定めている。 

高梁市業務継続計画は、地域防災計画を補完するものとして、被災により制約が伴う状

況下にあっても、非常時優先業務を的確に実施するために、本市が独自に定めるものであ

る。 

  

 



2 
 

＜地域防災計画と業務継続計画との関係（内容の主な相違点）＞ 

 地域防災計画 業務継続計画 

作成主体等 

地方防災会議が作成し、都

道府県、市町村、防災関係機

関等が実施する。 

地方自治体が作成し、自らが

実施する。 

計画の趣旨 

災害対策基本法に基づき、

発災時又は事前に実施すべき

災害対策に係る実施事項や役

割分担等を規定する。 

発災後の必要資源に制約が

ある状況にあっても、非常時優

先業務が目標とする時間・時期

までに実施できるようにする。 

行政の被災 

行政の被災は必ずしも想定

する必要はないが、業務継続

計画の策定などによる業務継

続性の確保等について計画に

定める必要がある。 

行政の被災を想定（庁舎、職

員、電力、情報システム、通信

等の必要資源の被災を評価）

し、利用できる必要資源を前提

に計画を策定する必要がある。 

対象業務 

災害対策に係る業務（災害

予防、災害応急対策、災害復

旧・復興）を対象とする。 

非常時優先業務を対象とす

る（「災害応急対策」、「災害

復旧・復興業務」だけでなく、

「優先度の高い通常業務」も含

まれる）。 

業務開始目標時間 

業務開始目標時間は必ずし

も定める必要はない。 

非常時優先業務ごとに業務

開始目標時間を定める必要が

ある。（必要資源を確保し、目

標とする時間までに、非常時優

先業務を開始・再開する。） 

業務に従事する職員

の水・食料等の確保 

業務に従事する職員の水・

食料、トイレ等の確保に係る

記載は、必ずしも記載する必

要はない。 

業務に従事する職員の水・食

料、トイレ等の確保について検

討し、記載する必要がある。 

 

３ 業務継続計画策定の効果 

災害発生時には、業務量が急激に増加し、極めて膨大なものとなる。特に市町村におい

ては、被害状況の確認など発災直後から非常に短い時間の間に膨大な応急業務が発生し、

それらを迅速かつ的確に処理しなければならない。 

業務継続計画をあらかじめ策定し、継続的改善を行うことにより、非常時優先業務の執

行に必要な資源を確保し、業務立ち上げ時間の短縮や発災直後の業務レベルの向上等を図

ることによって、災害発生直後の混乱で行政が機能不全になることを避け、非常時優先業

務を適切かつ迅速に実施することが可能となる。  

  また、自ら被災しながら災害対応業務にあたる職員の休息や安全・衛生面の向上も期待
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できる。 

 

＜業務継続計画の策定に伴う効果のイメージ＞ 

 

 

４ 基本方針 

大規模災害時において、市民の生命、身体、財産を保護し、被害を最小限にとどめるた

め、次の基本方針に基づき、組織全体で業務継続体制を確保するものとする。  

 

（１）大規模災害発生時においては、高梁市地域防災計画に定める災害応急 

対策を中心とした非常時優先業務を最優先に実施する。  

（２）住民生活の安定に重大な影響を与える非常時優先業務以外の業務は、発災 

後しばらくの間、積極的に休止するか、非常時優先業務の実施に支障のない 

範囲で実施する。  

（３）非常時優先業務に実施に必要な人員や資機材等の資源の確保・配分は全庁 

横断的に調整し、確保する。 

（４）平時からの全庁的な取組により、業務継続体制の強化を推進する。 

 

 

５ 対象とする組織 

業務継続計画は、本市の全部局を対象とする。 
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６ 発動及び終結 

（１）業務継続計画の発動判断 

   業務継続計画の発動は、災害の発生により高梁市災害対策本部を設置した場合におい

て、災害対策本部長が判断する。 

＜災害対策本部設置基準（高梁市地域防災計画運用マニュアル）＞ 

１ 特別警報が発表されたとき。 

２ 暴風、大雨、洪水等の警報が発表され、大規模な災害の発生が予測されるとき。 

＜気象情報による基準＞ 

暴 風 警 報 大 雨 警 報 洪 水 警 報 土砂災害警戒情報 

３ 警報発表の有無にかかわらず、局地的豪雨等により現に災害が発生したとき、又は発生

が予測されるとき。 

＜雨量による判断基準＞ 

前日までの連続雨量 当日の雨量 

100ｍｍ以上の場合 50ｍｍを超えたとき 

40～100ｍｍの場合 80ｍｍを超えたとき 

降雨がない場合 100ｍｍを超えたとき 

４ 下記のいずれかの河川水位観測所において、水位がはん濫注意水位に達し、又はその上

流のダムの合計放流量が下記の基準に達し、なお上昇が認められるとき。 

＜河川水位・ダム合計放流量による判断基準＞ 

水位観測所 はん濫注意水位 上 流 ダ ム 合計放流量基準 

方 谷 ３．８ｍ 千屋・河本・小阪部川 ７００㎥/s 

高 梁 ４．４ｍ 千屋・河本・小阪部川 ７００㎥/s 

成 羽 ４．０ｍ 黒鳥 １，２００㎥/s 

広 瀬 ５．８ｍ 千屋・河本・小阪部川・黒鳥 １，６００㎥/s 

５ 市に大規模な地震、火災その他重大な災害が発生したとき。 

＜震度による基準＞ 

市内の震度計が震度５強以上を記録したとき 
 

 

（２）業務継続計画の終結判断 

業務継続計画の終結は、高梁市災害対策本部を廃止する、又は、災害応急対策が概ね

完了し、通常業務の再開に重大な支障が生じない状況になった場合等において、災害対

策本部長が判断する。 



5 
 

（３）業務継続計画の発動・終結の周知 

   業務継続計画を発動又は終結したときは、関係機関及び住民に周知する。 
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第２章 前提とする災害と被害想定 

 

１ 前提とする大規模災害 

 本計画で対象とする災害は、市内全域に甚大な被害をもたらした「平成３０年７月豪雨

災害」と同規模の水害を想定した。 

 

２ 被害想定 

累積雨量 約４００㎜ 

人的被害 死者２人、行方不明者１人、負傷者３人 

建物被害 
全壊５９戸、大規模半壊８１戸、半壊２０３棟 

一部損壊２１７戸 

公共土木 

施設被害 

市道 １，４２０か所 

河川 ３２０か所 

農林施設被害 

農地 ２３８か所 

農業施設 ３０６か所 

土砂撤去 １１か所 

林地 ２３か所 

上下水道 

施設被害 

上水道 ５４か所（断水期間：１２日間） 

下水道 ５８か所 

生活支援 

避難所数 ２９か所 

避難者数 ２，５４０人 
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第３章 非常時優先業務の選定 

１ 非常時優先業務の考え方  

高梁市地域防災計画に定める「災害対応業務」（災害応急対策業務及び早期実施の必要な

災害復旧･復興業務)、並びに｢優先的通常業務｣（停止することにより市民生活や社会活動

に大きな影響を及ばす通常業務)を「非常時優先業務」とする。 

 

２ 非常時優先業務の対象期間 

非常時優先業務の選定対象となる期間は、発災後の資源が著しく不足し混乱する期間及

び業務実施環境が概ね整い、通常業務への移行が可能になると考えられるまでの期間とし、

本市業務継続計画においては、「発災後１か月間以内」とする。 

 

３ 非常時優先業務の選定基準  

  発災時において、資源の制約を伴う状況下で業務継続を図るためには、非常時優先業務

を時系列で絞り込むことが必要となる。このため、非常時優先業務の候補となる各業務を

対象に、発災後のいつ頃の時期までに業務を開始・再開する必要があるか（この時期のこ

とを以下「業務開始目標時間」という。）を検討し、業務開始目標時間内に開始・再開すべ

き業務を選定する。 

なお、非常時優先業務は、「業務継続目標」に基づき次の点に留意し、平成３０年７月豪

雨災害時の状況も参考にして、選定する。 

① 非常時優先業務選定の留意点 

・非常時優先業務にどの業務が該当するかは、業務を停止又は先送りすることによる市

民生活への影響を十分考慮して検討する。 

・応急業務の漏れが生じないよう、地域防災計画との整合を確認する。 

② 業務開始目標時間設定の留意点 

・地域社会の影響や法令の適正な執行の観点から確認・検討する。 

・業務開始目標時間は、住民にとって当該業務が開始される必要があるかどうかという

「必要性」の視点から確認・検討する。 

・条件によって業務開始目標時間が大きく異なる場合は、原則として最も早い時期を業

務開始目標時間として設定する。さらに、前提条件ごとに業務開始（実施）の目標時

間が設定できる場合は、併せて記載する。 

・発災から１～２週間後に、実際の被害状況等を受けて実施が決まる業務が多くなるこ

とに留意する。
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＜業務継続目標＞ 

目標時期 
業務継続目標 

災害対応業務 優先通常業務 

３時間以内 ・災害対策本部体制の確立 

・被害状況の把握 

・救急・救助活動の開始 

・救護所の設置開始 

・要配慮者の応急対策開始 

・重要通信設備等の確保 

・住民等広報の開始 

・個人情報・重要情報の保護 

・公印の管理・保管体制の確立 

・必要最小限度の窓口業務の再開 

２４時間以内 ・被害の全体像の把握完了 

・避難者の避難所への収容完了 

・緊急交通の確保 

・応急トイレ対策開始 

・遺体の収容・処理体制の確立 

・災害対応に係る重要システムの運

用再開 

・重大行事等の延期調整手続き 

３日以内 ・市民相談窓口の設置 

・各種応援・支援の受け入れ体制確

立 

・市管理施設の応急復旧工事の開始 

・がれき等の収集・運搬・処理体制

確立 

・罹災証明書の発行開始 

・福祉に関する窓口業務の再開 

・各種処理システムの運用再開 

・国民健康保険事務の再開 

・文章の収受・発送業務再開 

１週間以内 ・被災に関する証明の発行開始 

・住宅入居に関する関連業務開始 

・市管理公共施設の災害復旧工事の

開始 

・文化財・文化施設等の応急対策開

始 

・窓口業務の再開 

・経理・支払い事務の再開 

・住民票・印鑑登録事務の再開 

・学校・保育所関連事務の再開 

・職員の人事・給与事務の再開 

１か月以内 ・応急仮設住宅の建設開始 

・所管施設の応急復旧完了 

・本復旧・復興への移行 

・学校教育の再開 

・地方交付税等交付金業務の再開 

・各種賦課調定業務の再開 
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４ 非常時優先業務の選定結果 

選定基準に基づいて選定した非常時優先業務数は次のとおりであり、詳細は付属資料に掲

載するとおりである。 

 

部局 種別 
非 常 時 優 先 業 務 数 

３時間以内 １日以内 ３日以内 ２週間以内 １か月以内 

本部 
応急業務 ３ ２ １   

通常業務      

政策部 
応急業務 ３ ４    

通常業務 １     

総務部 
応急業務 ８ ８ ６ ７ １ 

通常業務 １ ３ ６ ２ ４ 

産業経済部 
応急業務 １４ ７ ５ ２ １ 

通常業務 １ ３ ６ ８ １ 

市民生活部 
応急業務 １２ ６ ２ ２  

通常業務 ７ ７ ６  ３ 

健康福祉部 
応急業務 ２３ １２ ６ ２ ２ 

通常業務 ３ ４ ９ ７ ６ 

教育部 
応急業務 １２ ６ ３ １０ １ 

通常業務   ７ １３ ７ 

消防本部 
応急業務 １７ ２ ３   

通常業務 １２ ５ ６   

病院医療部 
応急業務 ２ ２    

通常業務 １ １    

病院総務部 
応急業務  ４    

通常業務      

計 
応急業務 ９４ ５３ ２６ ２３ ５ 

通常業務 ２６ ２３ ４０ ３０ ２１ 
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第４章 非常時優先業務の実施体制 

１ 指揮命令系統  

非常時優先業務は、応急業務については、高梁市地域防災計画及び高梁市災害対策本部条

例等、その他の業務については、高梁市職務執行規則等に定める通常の指揮命令系統に従っ

て実施することを基本とし、発災時の状況に応じて必要な措置を講じるものとする。 

 

＜高梁市災害対策本部の組織体制図＞ 

 

(部長 :政策監（防災担当）)

(部長:政策監)

（市長） （副市長）

（教育長）

(部長:病院事務長)

消 防 本 部

(部長:消防長)

病 院 医 療 部 医療救護班

(部長:病院長)

医 療 総 務 部 医療総務班

市 民 生 活 部

(部長:教育次長 )

有漢地域班

成羽地域班

川上地域班

備中地域班

健　康　福　祉　部
被災者支援班、救護班、生活援護
班、避難行動要支援者支援班

学校教育班、社会教育班

(部長:健康福祉部長 )

教 育 部

本部長 副本部長

消防総務班、予防班、警防班、消
防班

(部長:市民生活部長 )

高　梁　市　災　害　対　策　本　部　組　織

政 策 部

総 務 部

(部長:総務部長 )

本　　　　　　　　部 

総務班、財政班、調査班、協力班

農林班、商工班、土木班、都市整
備班、上下水道班

避難所運営班、環境班

本部班

広報班

産 業 経 済 部

(部長:産業経済部長 )
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２ 職務代行 

「高梁市地域防災計画」に基づき、市長不在時に首長の職務を代行するものを次のとおり

定める。 

なお、責任者が庁舎へ参集できない状況であっても、連絡手段が確保され、直接指示を仰

ぐことが可能な場合には、職務の代行は行わないものとする。  

第１順位 第２順位 第３順位 

副市長 教育長 政策監（防災・都市政策担当） 

 

部長 代行者 部長 代行者 

政策監 秘書広報課長 健康福祉部長 福祉課長 

総務部長 総務課長 教育次長 教育総務課長 

産業経済部長 農林課長 病院事務長 病院事務局長 

市民生活部長 市民課長 消防長 消防総務課長 

 

３ 職員の参集体制 

  非常時優先業務を円滑かつ迅速に実施するため、災害が発生した場合は、高梁市地域防災

計画に定める基準に基づき、速やかに参集する。  

また、参集途中には、被害状況等の情報収集に努め、登庁後は災害対策本部等の指示に従

い、適宜、報告を行う。 

  なお、災害による交通機関の運休や道路被災等により、指定された事務所に参集できない

場合は、参集可能な支所等に参集した上で、その旨を速やかに所属長に報告し、必要な指示

を受けるものとする。 

 

＜職員参集体制（高梁市地域防災計画）＞ 

注意体制 〇大雨、洪水、強風注意報が発表され災害発生の恐れあ

り 

〇ダム放流量：合計 1,200 トン 

〇河川水位：水防団待機水位 

（方谷 3.2ｍ 高梁 3.8ｍ 成羽 3.4ｍ 広瀬 5.2ｍ） 

〇その他災害発生の危険 

注意体制配備職

員から必要な人

員を配備する。 

市内で震度４または県内他市町村で震度５強 職員自主参集 
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警戒体制 

 

 

 

 

 

 

（ 特 別 

警戒体制） 

〇大雨、洪水、暴風警報が発表された時 

〇ダム放流量：合計 1,600 トン 

〇河川水位：はん濫注意水位、避難判断水位 

（方谷 3.8ｍ 高梁 4.4ｍ 成羽 4.0ｍ 広瀬 5.8ｍ） 

〇局地的豪雨 

・前日までの連続雨量あり 当日雨量 30～ 80ｍｍ 

・前日までの時間雨量なし 当日雨量 80～100ｍｍ 

 

非常体制への移行等について協議を行う必要があるとき 

（特別警戒体制） 

注意体制、警戒体

制配備職員から

必要な人員を配

備する。 

 

 

 

特別警戒会議の

開催 

市内で震度５弱 職員自主参集 

非常体制 〇災害対策本部設置 

・甚大な被害発生の恐れ 

災害対策本部活

動 

市内で震度５強以上 全職員非常招集 

 

４ 職員参集状況の想定  

  大規模災害が発生した場合の職員の参集状況を、次の「参集予測の考え方」に基づき想定

する。 

  

＜参集予測の考え方＞ 

〇 勤務時間外において、発災が想定される場合の事前参集とする。 

〇 自動車での移動を想定し、視界の悪化により時速１５～２０㎞/h とする。 

〇 出務準備、駐車場からの移動等に１～１．５時間を要するものとする。 

〇 参集開始から３時間超過した場合、通行規制により迂回路による参集が発生する。 

〇 他自治体の事例を参考に、外出により直ちに参集できない職員を３割とする（～６時間）。 

〇 諸事情により１日以内に参集できない職員が１割と想定。 

〇 参集開始から３日目に全職員の９８％が参集し、１か月間この割合が続くものとする。 

 

時間経過 参集可能職員の試算方法 

３時間 勤務地から３０㎞圏内の職員の７０％ 

６時間以内 勤務地から５０㎞圏内の職員の７０％ 

１２時間以内 全職員の８０％ 

１日以内 全職員の９０％ 

３日以内 全職員の９８％ 

１４日以内 ３日以内と同じ 

１か月以内 ３日以内と同じ 
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【参集予測結果】 

全職員数（令和元年８月１日現在） ６３６人 

 
・本部／政策部 １８人 

  ３H ６H １２H １日 ３日 ７日 １４日 １か月 

参集人数 １１人 １２人 １５人 １７人 １８人 １８人 １８人 １８人 

参集率 ６１％ ６７％ ８３％ ９４％ １００％ １００％ １００％ １００％ 

 ・総務部 ５９人 

  ３H ６H １２H １日 ３日 ７日 １４日 １か月 

参集人数 ３７人 ４０人 ４６人 ５５人 ５８人 ５８人 ５８人 ５８人 

参集率 ６３％ ６８％ ７８％ ９３％ ９８％ ９８％ ９８％ ９８％ 

 ・産業経済部 ８７人 

  ３H ６H １２H １日 ３日 ７日 １４日 １か月 

参集人数 ４９人 ５８人 ７１人 ７８人 ８５人 ８５人 ８５人 ８５人 

参集率 ５６％ ６７％ ８２％ ９０％ ９８％ ９８％ ９８％ ９８％ 

 ・市民生活部 ７５人 

  ３H ６H １２H １日 ３日 ７日 １４日 １か月 

参集人数 ４６人 ５２人 ５９人 ６８人 ７４人 ７４人 ７４人 ７４人 

参集率 ５９％ ６９％ ７５％ ９１％ ９９％ ９９％ ９９％ ９９％ 

 ・健康福祉部 １７８人 

  ３H ６H １２H １日 ３日 ７日 １４日 １か月 

参集人数 １１０人 １２５人 １４３人 １６０人 １７４人 １７４人 １７４人 １７４人 

参集率 ６２％ ７０％ ８０％ ９０％ ９８％ ９８％ ９８％ ９８％ 

 ・教育部 ６０人 

 ３H ６H １２H １日 ３日 ７日 １４日 １か月 

参集人数 ４０人 ４２人 ４９人 ５３人 ５９人 ５９人 ５９人 ５９人 

参集率 ６７％ ７０％ ８２％ ８８％ ９８％ ９８％ ９８％ ９８％ 

・消防本部 ６４人 

  ３H ６H １２H １日 ３日 ７日 １４日 １か月 

参集人数 ４４人 ４６人 ５２人 ５９人 ６３人 ６３人 ６３人 ６３人 

参集率 ６９％ ７２％ ８１％ ９２％ ９８％ ９８％ ９８％ ９８％ 

 ・病院医療部／病院総務部 ９５人 

  ３H ６H １２H １日 ３日 ７日 １４日 １か月 

参集人数 ６１人 ６５人 ７６人 ８６人 ９３人 ９３人 ９３人 ９３人 

参集率 ６４％ ６８％ ８０％ ９１％ ９８％ ９８％ ９８％ ９８％ 
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・合計 ６３６人 

  ３H ６H １２H １日 ３日 ７日 １４日 １か月 

参集人数 ３９８人 ４４０人 ５１１人 ５７６人 ６２４人 ６２４人 ６２４人 ６２４人 

参集率 ６３％ ６９％ ８０％ ９１％ ９８％ ９８％ ９８％ ９８％ 

 

【業務開始時間毎の必要人数と参集人数の差】 

業務開始時間 ３時間以内 １日以内 ３日以内 ２週間以内 １か月以内 

参集人数 ３９８人 ５７６人 ６２４人 ６２４人 ６２４人 

必要人数 ５２８人 ７３４人 ８２７人 ７２７人 ６３０人 

差引 －１３０人 －１５８人 －２０３人 －１０３人 －６人 

 

 本計画の想定では、発災後の数日間は災害対応業務の必要人数が増加していき、３日以内

で必要人数・不足人数とも最大となる。その後、災害対応業務は徐々に減少していくが、時

間の経過とともに優先通常業務が増加していき、非常時優先業務の開始目標時期の全ての時

間帯において、人員が不足することとなる。 

 この結果を踏まえて、非常時優先業務を迅速かつ効果的に実施できるよう必要人数を確保

するためには、岡山県等他自治体からの受援が有効であり、支援体制を充実するための新た

な災害応援協定の締結や、外部からの支援を円滑かつ効果的に受けられる体制を整備するた

めの受援計画の策定を検討していく。 

 また、受援の開始までには一定の時間が必要であり初期段階の人員確保には限界があるた

め、人員の不足による業務の停滞や職員の疲弊を軽減するため、各種災害対応業務のマニュ

アルの整備や見直し等により、業務の効率化を図る必要がある。 

 

５ 職員の確保対策  

（１）職員の安否確認  

各所属は、毎年度当初に、災害発生時の緊急連絡網を作成しておくこととし、発災時に

は、所属長等の指示により、直ちに職員の安否確認を行うものとする。 

 

（２）全庁的な業務実施体制の確立 

非常時優先業務に必要な人員を確保できない場合には、まずは、部局内で調整し、要員

を確保するものとするが、なお不足する場合は、他の部局から応援動員を行う。災害対応

に係る応急業務については、災害対策本部協力班を活用する。応援動員の調整は、各部か

らの要請に基づき、総務班において行う。 

また、専門知識を必要とされる業務について職員が不足する場合を想定し、平時から業

務経験者の活用や職員ＯＢによる応援などの検討を行う。 
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（３）関係機関等への応援要請について 

大規模災害が発生した場合には、参集した職員だけでは業務の遂行が困難となる場合が

考えられるため、その時には岡山県等に職員の派遣を要請する。 

関係機関等からの応援職員の配置及び担当業務については、災害対策本部会議及び本部

事務局により決定し、総務班が指示する。その際には、当該応援職員の職務経験等を聞き

取り、応援職員が効果的かつ効率的に活動できるよう、可能な限り職務経験が生かされる

部署への配置とする。 

 

（４）職員の健康管理 

大規模災害発生時には、職員は長期に渡り非常時優先業務に従事することになるため、

参集した職員を基になるべく早い段階で２交替制又は３交替制勤務の体制とし、職員の健

康管理に努める。応援職員についても、本市職員と同様に勤務の交代や休養について配慮

するものとする。 

初期対応段階では数日間、職員が帰宅できないことが想定されるため、シャワー施設や

仮眠場所を確保する。 

また、職員は非常事態の状況の中で長期に渡り災害対応にあたることにより心身に不調

をきたす恐れがあるため、保健師の面談等によるメンタルケアを実施することにより、職

員の健康を維持し業務が継続できる体制を構築する。 
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第５章 非常時優先業務の実施に必要な資源の現状と対策 

１ 庁舎 

本庁舎、有漢地域局、備中地域局は耐震性を有している。成羽地域局は、事務所機能を令

和２年度に竣工予定の成羽複合施設に移転する。川上地域局は耐震化未改修であり自家発電

設備も有していないため、川上総合学習センターを代替施設とする。ただし、川上総合学習

センターにも自家発電設備がないため、一定期間停電が継続すると見込まれる場合は、他の

被災していない地域局で業務を継続する。 

成羽複合施設は土砂災害警戒区域内であり、備中地域局は土砂災害警戒区域・浸水想定区

域内であるため、庁舎が被災し機能不全となった場合には、他の被災していない地域局、川

上総合学習センターのいずれかで業務を行う。また、庁舎の被災を想定した新たな代替施設

の検討が必要である。 

 

庁舎 竣工年 構造 階数 耐震性 

本庁舎 Ｈ２７ ＲＣ造（一部Ｓ造） 
地上５階地下１階 

塔屋１階 
有／新耐震基準適用 

有漢地域局 Ｈ１６ ＲＣ造、ＳＲＣ造 地上３階 有／新耐震基準適用 

成羽地域局 
Ｓ３２ 

（主要部分） 
木造、Ｓ造 地上１階 無（主要部分） 

川上地域局 Ｓ４ 木造 地上２階地下１階 無 

川上総合学習 

センター 
Ｈ４ ＲＣ造（一部Ｓ造） ２階一部３階 有／新耐震基準適用 

備中地域局 Ｈ１５ ＲＣ造 ２階一部３階 有／新耐震基準適用 

 

※区域指定 

成羽地域局 土砂災害警戒区域（急傾斜地の崩壊、土石流） 

備中地域局 
土砂災害特別警戒区域（土石流） 

浸水想定区域（浸水深２．０～５．０ｍ未満） 

 

２ 電気、水、食料等 

（１）電力 

自家発電設備については、次のとおりである。本庁舎は地下燃料タンク（容量４０００ℓ）

を地上ポンプで吸い上げるため、地上ポンプが被災した場合は高架タンク（容量９５０ℓ）

のみで１日程度の運転となる。 
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庁舎 定格容量 燃料 運転時間 

本庁舎 ２７８ｋＷ 軽油 約３日間 

有漢地域局 １２５ｋＷ Ａ重油 約５８時間 

成羽地域局 なし ― ― 

川上地域局 なし ― ― 

川上総合学習センター なし ― ― 

備中地域局 ３８．４ｋＷ Ａ重油 約１０時間 

 

（２）水道 

本庁舎地下タンクは、浸水した場合は使用不可となる。本庁舎以外は市水道からの直圧

であり、市水道が断水した場合には、庁舎自体も断水となる。 

庁舎 形状・位置 容量・口径 備考 

本庁舎 受水槽 ２７．９ｔ 
地下タンク（通常の利用

で３日分） 

本庁舎雨水槽 
本庁舎地下機

械室 

３０ｔ（雨水） 

１０ｔ（雑用水） 

雨水をろ過したもの本庁

舎トイレ流水用 

有漢地域局 直圧 ５０㎜ 
 

成羽地域局 直圧 ２０㎜ 
 

川上地域局 直圧 ２０㎜  

川上総合学習センター 直圧 ４０㎜ 
 

備中地域局 直圧 ４０㎜ 
庁舎と備中総合センター

共用 

 

（３）下水道 

   各庁舎・代替施設での下水道施設の状況は下記のとおり。建物に浸水被害が生じた場合

は一時的に水洗トイレが使用不能になることが想定されるため、仮設トイレの整備が必要

となる。 

庁舎 内容 

本庁舎 
公共下水道、災害時用に地下ピットに汚水槽あり 

駐車場にマンホールトイレを設置可能（１５基） 

有漢地域局 合併処理浄化槽 

成羽地域局 汲み取り式便槽 

川上地域局 汲み取り式便槽 

川上総合学習センター 合併処理浄化槽 

備中地域局 合併処理浄化槽 



18 
 

  

 

（４）勤務に従事する職員用の備蓄 

   災害発生時には、職員は昼夜を問わず応急業務に従事することから、３日分程度の食

料・飲料水・毛布等の確保が必要であるが、現在の備蓄品は避難者用のものであり職員用

の備蓄はないため、今後計画的に備蓄する必要がある。 

   また、勤務時間外に参集する職員については、可能な限り職員自身で食料等を持参する

よう啓発をしていく。 

 

３ 通信 

各庁舎・施設の電話の状況は下記のとおり。これまでの災害では大きな支障を生じること

がなかったが、今後は一定期間にわたる停電等を想定した通信手段の確保を検討する必要が

ある。インターネット通信については断線がない限り使用可能であるが、停電になれば使用

不可能となる。 

本庁舎 

電話（非常用電源によりＩＰ電話は全て使用可能。光回線３２回

線、電話２２０台。アナログ７回線は電源不要、管財係が手動で

切り替えを行う。） 

有漢地域局 電話機１３台中、停電後は自家発電機により２台使用可能。 

成羽地域局 
ＩＳＤＮ回線２回線を含む５回線は停電になれば使用不可。電話

機１４台、非常電源なし。 

川上地域局 
電話（電話機１５台、ＩＰ電話及びＩＳＤＮ回線３回線は停電に

なれば使用不可。） 

川上総合学習センター 
電話（電話３台、停電時用バックアップ電池内臓、使用可能時間

は数分程度。） 

備中地域局 

電話（非常電源、バッテリー３ｈにより全て使用可能。電源がな

くとも５台は使用可能。ＩＳＤＮ５回線、電話機１５台。自動切

替。） 

 

４ 情報システム 

住民情報システム及び内部情報システムについては、委託業者のサーバーセンター、本庁

舎４階電算室のサーバーにバックアップデータを保存している。伝送路の断線等で通信が遮

断された場合は、委託業者が通信監視システムで断線等箇所を特定し、応急復旧を行う体制

を構築している。 

各課で導入しているシステムについては、各担当課が情報システムの被害状況を確認し、

速やかに委託業者に連絡を取り復旧または代替手段により、業務を継続する。 
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第６章 業務継続体制の向上 

 

１ 計画の見直し・更新 

  社会的外部環境の変化や人事異動、事務事業の見直し、組織改編等により、業務や必要な

資源は、絶えず変化するため、計画策定後においても、ＰＤＣＡの手法を用いて継続的に計

画の見直し及び更新を行い、実効性を確保する。特に、次の場合においては、積極的に見直

し・更新を実施する。 

  また、大規模災害等の発生により、本市の行政機能が喪失、不全となった場合を想定し、

県や他市町村等から円滑に応援を受入れ、有効に活用するための体制整備に努める。 

① 被害想定が更新されたとき 

② 地域防災計画の修正内容が業務継続計画に影響を及ぼすとき 

③ 事務事業の見直しや組織改編が業務継続計画に影響を及ぼすとき 

④ 災害対応や訓練において課題が明らかになったとき 

 

２ 研修・訓練の実施等 

  災害時に計画が有効に機能するためには、平時から職員一人ひとりが業務継続の重要性や

自らが果たすべき役割を認識しておく必要がある。このため、毎年度、各所属において、計

画の周知・確認を行うとともに、組織的な対応力を高めるため、全庁的な取組による職員研

修や実践的な訓練を計画的に実施する。 

 

３ 平時からの備え 

（１）各所属長 

各所属長は、災害時において非常時優先業務を円滑かつ的確に実施するため、平時から

緊急時の連絡体制の確保やマニュアル等の作成、所属職員への周知徹底等、業務継続計画

の実効性を確保するために必要な措置を講じるものとする。 

なお、マニュアル等作成時に考慮すべき事項は、次のとおりとする。 

  ① 発災時の状況等を具体的に想定して作成 

② 非常時優先業務の業務開始目標時間を踏まえた災害時の所要人員及び応援体制等の整

備 

③ 指揮命令、情報連絡体制等を整備 

④ 指揮者の代行や災害長期化に備えたバックアップ体制の構築 

⑤ 業務遂行上の課題と対応策を検討 

（２）各職員 

各職員は、日常の業務や研修・訓練等を通じ、次の事項の習熟に努める。 
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① 本市の防災体制と防災上処理すべき業務（地域防災計画） 

② 災害発生時の動員計画と自らの役割 

③ 各関係機関等との連絡体制と情報活動 

④ 非常時優先業務に係る関係法令の運用 

⑤ 地域の災害リスク及び被害想定 
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